


































































































































創業後年数 度数 構成比 （昨年調査）
５年未満 0 0.0% 2.1%
５～９年 3 3.8% 2.1%
10 ～ 14 年 3 3.8% 10.5%
15 ～ 19 年 3 3.8% 7.4%
20 ～ 29 年 7 8.9% 11.6%
30 年以上 63 79.7% 65.3%



































































業態 度数 相対度数 （昨年調査）
完成品（最終消費財） 18 22.8% 29.5%
完成品（産業財） 19 24.1% 21.1%
半製品・部品（中間財） 17 21.5% 24.2%
部品加工 16 20.3% 11.6%
その他 8 10.1% 9.5%
無回答 1 1.3% 4.2%













従業員数 パート等含まず パート等含む パート等含む度数 構成比 度数 構成比 （昨年調査）
1～ 9 16 20.3% 15 19.0% 12.6%
10 ～ 19 18 22.8% 16 20.3% 28.4%
20 ～ 29 12 15.2% 12 15.2% 15.8%
30 ～ 39 8 10.1% 8 10.1% 9.5%
40 ～ 49 4 5.1% 6 7.6% 5.3%
50 ～ 59 5 6.3% 3 3.8% 5.3%
60 ～ 69 5 6.3% 7 8.9% 6.3%
70 ～ 79 2 2.5% 2 2.5% 4.2%
80 ～ 89 1 1.3% 0 0.0% 1.1%
90 ～ 99 0 0.0% 2 2.5% 2.1%
100 ～ 7 8.9% 7 8.9% 9.5%
無回答 1 1.3% 1 1.3% 0.0%






売上高 度数 構成比 （昨年調査）
5億円未満 43 54.4% 51.6%
5 億円～ 10 億円未満 13 16.5% 15.8%
10 億円～ 15 億円未満 4 5.1% 6.3%
15 億円～ 20 億円未満 2 2.5% 1.1%
20 億円～ 25 億円未満 6 7.6% 6.3%
25 億円～ 30 億円未満 0 0.0% 1.1%
30 億円以上 5 6.3% 7.4%
無回答 6 7.6% 10.5%










































かなり増加した やや増加した あまり変化ない 減少した 無回答 合計
食料品・たばこ・飼料等 0 2 5 3 0 10
繊維・衣服等 0 2 2 3 0 7
木材・木製品等 1 0 1 2 0 4
パルプ・紙製品 0 0 0 2 0 2
出版・印刷 0 1 0 1 0 2
化学・石油製品 0 0 1 1 0 2
プラスティック製品 0 1 0 0 0 1
鉄鋼業 1 0 0 0 0 1
金属製品 0 5 9 5 1 20
一般機械 3 3 2 4 0 12
電気・情報通信機器 0 1 0 1 0 2
電子部品等 0 0 1 0 0 1
輸送用機器 0 0 0 2 0 2
精密機械 0 0 1 1 0 2
その他 0 4 1 5 1 11











































































































度数 選択率 （昨年調査） 度数 選択率（昨年調査）
既存顧客・取引先との取引深耕 28 35.4% 38.9% 31 39.2% 36.8%
コストの削減 36 45.6% 40.0% 48 60.8% 40.0%
不採算部門の整理 3 3.8% 4.2% 6 7.6% 6.3%
自動化・省力化・ＩＴ化 4 5.1% 8.4% 11 13.9% 21.1%
外注化 2 2.5% 7.4% 3 3.8% 3.2%
内製化 7 8.9% 6.3% 9 11.4% 3.2%
積極的な設備投資 8 10.1% 25.3% 12 15.2% 21.1%
主要事業の高度化 5 6.3% 5.3% 3 3.8% 12.6%
増資・規模の拡大 0 0.0% 5.3% 1 1.3% 4.2%
新規顧客・取引先の拡大 41 51.9% 30.5% 53 67.1% 40.0%
新製品・サービスの開発 14 17.7% 15.8% 23 29.1% 27.4%
新規事業への進出 2 2.5% 10.5% 11 13.9% 14.7%
営業力の強化 17 21.5% 15.8% 23 29.1% 45.3%
研究開発の充実 4 5.1% 8.4% 10 12.7% 17.9%
従業員教育の充実 19 24.1% 11.6% 26 32.9% 28.4%
優秀な人材の確保 18 22.8% 22.1% 44 55.7% 51.6%
組織体制の充実・効率化 4 5.1% 14.7% 15 19.0% 33.7%
経営戦略等の明確化 10 12.7% 4.2% 9 11.4% 18.9%


































































































































1 千万～ 2千万円未満 31 39.2%
2 千万～ 3千万円未満 11 13.9%
3 千万～ 4千万円未満 9 11.4%
4 千万～ 5千万円未満 2 2.5%
5 千万～ 6千万円未満 1 1.3%







食料品・たばこ・飼料等 6 4 0 10
繊維・衣服等 5 1 1 7
木材・木製品等 3 1 0 4
パルプ・紙製品 2 0 0 2
出版・印刷 2 0 0 2
化学・石油製品 0 2 0 2
プラスティック製品 0 1 0 1
鉄鋼業 0 1 0 1
金属製品 14 4 2 20
一般機械 6 4 2 12
電気・情報通信機器 2 0 0 2
電子部品等 1 0 0 1
輸送用機器 0 2 0 2
精密機械 1 0 1 2
その他 7 4 0 11
全体 49 24 6 79
食料品・たばこ・飼料等 60.0% 40.0% 0.0% 100.0%
繊維・衣服等 71.4% 14.3% 14.3% 100.0%
木材・木製品等 75.0% 25.0% 0.0% 100.0%
パルプ・紙製品 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
出版・印刷 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
化学・石油製品 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
プラスティック製品 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
鉄鋼業 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
金属製品 70.0% 20.0% 10.0% 100.0%
一般機械 50.0% 33.3% 16.7% 100.0%
電気・情報通信機器 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
電子部品等 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
輸送用機器 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
精密機械 50.0% 0.0% 50.0% 100.0%
その他 63.6% 36.4% 0.0% 100.0%















































増加した あまり変化ない 減少した 無回答 合計
雇用の削減 0 0 1 0 1
従業員の能力向上 17 18 21 2 58
有能な人材の確保 8 7 5 0 20
生産方式の改善 7 7 7 0 21
ＩＴの活用 3 0 0 0 3
生産設備の性能向上 9 4 7 1 21
サプライチェーンの効率アップ 0 0 0 0 0
新市場の開拓 3 3 11 0 17
業務全般の効率化 6 8 13 1 28
原材料費等費用削減 7 8 9 0 24
外注の拡大 2 1 2 0 5
借入金の削減 3 6 7 0 16
その他 0 0 1 0 1
合計 24 23 30 2 79
雇用の削減 0.0% 0.0% 3.3% 0.0% 1.3%
従業員の能力向上 70.8% 78.3% 70.0% 100.0% 73.4%
有能な人材の確保 33.3% 30.4% 16.7% 0.0% 25.3%
生産方式の改善 29.2% 30.4% 23.3% 0.0% 26.6%
ＩＴの活用 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 3.8%
生産設備の性能向上 37.5% 17.4% 23.3% 50.0% 26.6%
サプライチェーンの効率アップ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
新市場の開拓 12.5% 13.0% 36.7% 0.0% 21.5%
業務全般の効率化 25.0% 34.8% 43.3% 50.0% 35.4%
原材料費等費用削減 29.2% 34.8% 30.0% 0.0% 30.4%
外注の拡大 8.3% 4.3% 6.7% 0.0% 6.3%
借入金の削減 12.5% 26.1% 23.3% 0.0% 20.3%
その他 0.0% 0.0% 3.3% 0.0% 1.3%







































1～ 49 人 6 36 15 57
50 人～ 6 14 1 21
合計 12 50 16 78
1 ～ 49 人 10.5% 63.2% 26.3% 100.0%
50 人～ 28.6% 66.7% 4.8% 100.0%
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②ここ数年の環境への取組
　ここ数年環境関連で取り組んでいること（５つまで）をみると（【図表21】参照）、「廃棄物削減」（48社、
60.8％）、「エネルギー消費削減」（47社、59.5％）の２つを過半数の企業が選択している。最終処分場問題やエネ
ルギー価格上昇の問題などが背景にあると考えられる。さらに、「省エネ運動」（32社、40.5％）、「リサイクルの
推進」（27社、34.2％）、「従業員の環境教育」（21社、26.6％）、「中古品再利用」（12社、15.2％）、「エネル
ギー転換」（９社、11.4％）が10％を超えている。なお、よりシステム的な取り組みとして、「ISO14000シリーズ取
得」の回答が５社、6.3%あった点が注目されるが、「環境会計」や「環境報告書」の取組はみられなかった。
③今後の環境への取組課題
今後、環境関連で取り組んでいきたいと考えること（５つまで）では（【図表21】参照）、「エネルギー消費削減」（50
社、63.3％）、「廃棄物削減」（45社、57.0％）の２つが現在の取組と同様に１，２番に多くなっており、緊急の課題で
あることがわかる。「リサイクルの推進」（33社、41.8％）、「省エネ運動」（28社、35.4％）が続いているが、これらも
エネルギー消費削減や廃棄物減量関連の取組である。「従業員の環境教育」（29社、36.7％）の回答企業も多い。なお、
これまでの取組状況と比べてみると、「従業員教育」、「リサイクルの推進」の選択率が高まっているのが目立って
いる。
４．まとめ
　今回の調査は景気が後退局面に移行しつつあるなか実施され、長岡地域の製造業についても業況の悪化傾向が色
濃く反映された結果となってしまった点が１つのポイントである。そのため、企業業績に対する満足度が大きく低
下していた。その影響により、昨年の調査結果に比べて、成長・発展に向けた取組課題として取引拡大、営業力強
化、コスト削減などの業績改善に直結する項目への志向が強まっている。他方、そうしたなかでも、優秀な人材確
保や従業員教育などに対する課題がより重要視されてきており、人材の位置づけが一層高まっている点が注目され
る。さらに、中長期的な視点で重要になる生産性向上に向けた取組として、従業員の能力向上や人材確保など人的
資源関連の視点が重視されている点も明らかになった。
　環境に対する姿勢としては、規模の大きい企業を中心に意識の高まりが顕著に表れている。その中心は、廃棄物
問題、エネルギー消費問題に関するものであった。環境への取り組みとしては、廃棄物減量、エネルギー消費抑制
など、より直接的な取組が多いなかで、従業員の環境教育が広まっている様子も確認することができた。
　当地域研究センターでは、本調査を来年度以降も改善しつつ展開し、長岡地域企業の一層の成長・発展のモデル
構築につなげてゆきたい。
〔註〕
（注１） 本稿のもとになったアンケート調査には多くの企業の方にご協力いただき、多大な教示を賜りました。ご
協力いただきました企業の皆様に感謝申し上げます。
（注２） 昨年の調査の内容と結果については、本誌巻頭の昨年度シンポジウムにおける基調報告、および 石川英
樹・鯉江康正（2007）「長岡地域企業の成長・発展に関する基礎調査の報告」『地域研究』第７号（通巻
17号）, pp.67-77.を参照されたい。
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【資料】アンケート調査票
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【資料】アンケート調査票（続き：２ページ目）
